




















〔国会法等の一部を改正する法律案等の運用に関する申合せ〕  

（平成9年12月11日議院運営委員会決定）   

国会法等の一部を改正する法律案等の起草に当たり、次の事項を確  

認し、申合せを行う。   

1 40人以上の議員が予備的調査に係る要請を行うときは、当該予   

備的調査に係る委員会を定めて要請することができるものとする。   

2 前頑の予備的調査に係る要請があった瘍合には、各委員会におい   

ては、本制度上の基本的人権に係る要件が懇意的に運用されること   

とならないよう十分配慮する；と。  
なお、刑事訴追を受けている事件にっいては、予備的調査を命ず   

ることは見合わせること。   

3 各委員会の命により調査局長等が予備的調査を行う場合において、   

調査局長等が行った調査協力要請を官公署が拒否したときは、当該   

委員会は、官公署に対し、調査協力要請に応じることができない理   

由を述べさせることができるものとすること。   

4 各委員会が有する国政調査機能の十分な発揮とその活動の活性化   

に資するため、補佐機関である調査局等の着実な体制整鱒及び一体   

的かつ効率的な運営を図るとともに、これらの職員の調査能力の向   

上に努めさせる土と。   

白 襟数の委員会から同種又は多数の要請がなされる際には、現行会   

計検査院法上行われている会計検査業務の円滑な遂行に支障を来さ   

ないよう、議院運営委員会において調整を図ること。   



調査票記入要領 

 - 1 -

平成18年 12月 15日 

  衆 議 院 調 査 局 

 

中央省庁の補助金交付状況、事業発注状況及び国家公務員の

再就職状況に関する予備的調査  

調査票記入要領 

配付及び提出方法等の確認 

配付の内容 １ 予備的調査への協力要請について（依頼文書） 
２ 予備的調査要請書（写） 
３ 予備的調査制度の概要 
４ 調査票様式一式・記入例一式 
５ 調査票記入要領 
６ 質問票様式 
７ フロッピーディスク（４～６の電子ファイルを保存） 
 

調査票の構成 ○配付した調査表様式の構成 
Ⅰ．国家公務員の再就職状況 
・中央省庁毎に、以下の一式を作成 
（ファィル名「様式Ⅰ.xls」に保存） 
Ⅰ．調査項目         １シート 
Ⅰ．別 紙          １シート 
Ⅰ．調査法人一覧       １シート 
Ⅰ．該当なし調査対象法人一覧 １シート 

 
Ⅱ．中央省庁等の補助金等交付状況、事業発注状況 
 ・中央省庁、特定独立行政法人、特殊法人毎に、以下の一式を作成 
（ファィル名「様式Ⅱ.xls」に保存） 
Ⅱ．調査項目         １シート 
Ⅱ．別紙Ａ          １シート 
Ⅱ．別紙Ｂ          １シート 

 
なお、中央省庁、特定独立行政法人、特殊法人の定義は、 
Ⅱ．中央省庁等の補助金等交付状況、事業発注状況 

２ 調査要求項目に関する説明 
（１）用語の定義等 １ 対象機関 

における説明を参照。 
 

提出期限 
 

○平成19年２月15日（木） 午後５時まで 
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提出方法 ○提出は中央省庁毎に、関係機関分をとりまとめ、以下の形状で、衆

議院調査局決算行政監視調査室まで持参することにより提出する。 
 
・作成した調査票のエクセルファイルを保存した電子媒体 

（フロッピーディスク又はＣＤ－Ｒ等）１部 
 
・上記のエクセルファイルを印刷した調査票      ２部 

質問等の問い合わせ ○問い合わせ方法 
・問い合わせの方法は、配付した質問票様式のエクセルファイルに

必要事項を入力し、添付ファイルとしてメールで送信する方法に

限る。 

・本調査に関しての問い合わせについては、各中央省庁において取

りまとめの上、各中央省庁に対応する、以下の問い合わせ先に対

して行われるようお願いしたい。 
 
○問い合わせ先 
 別途指示する。 

 
その他 （1）個人情報保護との関係 

予備的調査制度は、議院の行なう国政調査の前段階として、衆議

院規則により定められた、委員会の行なう審査又は調査に資するた

めに行なわれるものであり、個人名の特定等の目的を有するもので

はないこと、政府においても公益法人等の情報開示につとめている

こと等から、個人情報保護法の範囲内での作業をお願いしたい。 
 
（2）調査が困難な法人について 
  今回の調査において、各法人の協力が得られない場合等調査不能

の場合には、記入可能な範囲で記入された上、記入不能な部分につ

いてその理由を備考において明記されたい。 
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全般的事項 

項 目 説 明 

○予備的調査要請書の正誤 ○三．予備的調査の具体的内容 
Ⅰ．国家公務員の再就職状況 
２．調査項目 

 
（誤）（二十三）（十三）の件数の内、補助金等交付の件数 

↓ 
（正）（二十三）（十一）の件数の内、補助金等交付の件数 
 
また、右記（一）から（二十六）までの項目を整理し

た、以下の①から⑤までの項目を、各府省ごとに別紙

に記載のこと。 
（誤）①右記各項目の合計数等（（一）、（二）、（二十四）は除

く。また・・・）            ↓ 
↓ 

（正）①右記各項目の合計数等（（一）、（二）、（二十五）は除

く。また・・・） 
 

○金額及び数値の表示 

 

○金額の表示は全て百万円単位(単位未満切り捨て)とする。 
 100万円未満の場合は「0」を記入する。 
ただし、合計の計算に際しては、１円単位で集計の上、

合計を百万円単位とすること。 
○割合の表示は全て％、少数点以下第１位(小数点第２位以下
四捨五入)とする。 

 
○記入する文字等 ○記入する文字の書式 

・数値は半角、文字（文字内の数字を含む）は全角とする。 
○以下の場合は、「－」（全角マイナス、右詰め）を記入する。 
・記入する情報が存在しない場合（備考欄を除く。） 
・回答が困難な場合 
 

○消費税の取扱い 

 
○金額の記入に当たっては消費税を含む価格を記入する。 
（予備的調査要請書においては、「消費税を含まない価格」を

記載することとされているが、当該部分を「消費税を含む

価格」と読み替える。） 
 

○調査票の書式 
 

○取りまとめの都合上、以下の点に留意されたい。 
・調査票の作成は配付したエクセルファィルに入力すること

により行い、随意の様式を作成しないこと。 
・数値は文字列ではなく数値として入力し、カンマは入力す

ることなく、セルの表示形式により表示すること。 

・調査票の様式は変更しないこと（列の幅、セルの書式（表

示形式、配置や結合、挿入、削除等）等を含む）。 
ただし、セル内の文字列が多く、文字が表示できない場

合は、当該行に限って、行の高さを増加させてもよい（減
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少は不可）。この場合も他の行については変更しないこと。 
・列の幅が足りずに数値が表示できない場合は、調査局側と

協議すること。 
・行が足りない場合は、各行の書式の連続性に留意して適宜

追加すること。 
・左右２頁で１行を表示する調査票もあるので、印刷設定（ペ

ージ設定）の横方向の印刷枚数は変更しないこと。 
・その他作業の必要上、様式に対する要望がある場合は、必

ず事前に調査局側と協議すること。 
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Ⅰ．国家公務員の再就職状況 

１ 調査の方法について 
（１）調査票の記入及び取りまとめ 

調査対象 方法 

 ◎Ⅰの調査については、国家公務員の再就職に関する調査であるので、

調査対象法人に国家公務員再就職者がいない場合、「該当なし調査対

象法人一覧表」を作成の上、提出することとし、調査票そのものの提

出は不要。 
・１．①～③の法人 
・１．④の法人のうち特定

非営利活動法人以外の

法人 

○原則として、主務官庁を通じて各法人に調査票を配付、記入の上、

省庁単位で取りまとめ、調査局に文書及び電子データにより提出。 
 共管法人については共管省庁間で協議し、必ず１つの省庁から提出。 

１．④の法人のうち、特定

非営利活動法人 
○100万円以上の補助金等を当該NPOに交付している省庁（以下「補
助金交付官庁」という。）を通じてNPOに調査票を配付、記入の上、
省庁単位で取りまとめ、調査局に文書及び電子データにより提出。 
○複数の補助金交付を受けているNPOについては、複数のルートで調
査票が送付されることとなるが、この場合、もっとも多額の補助金

等を交付している府省(主たる補助金交付官庁)を通じて、調査票を回
収し、調査局に提出することとする。なお、他の補助金交付官庁に

対しても、調査票備考欄に「写し」であることを明示した上で提出

する。ただし、当該「写し」については調査局への提出分からは除外す

る。 

例：Ａ法人に対し、Ｂ省３億円、Ｃ省が２億円、Ｄ省が１億円を交

付している場合。  
①Ｂ、Ｃ、Ｄ省からＡ法人に対しそれぞれ調査票を送付。  
②Ａ法人が記入し、Ｂ省に提出。Ｃ及びＤ省に対してはＢ省に

提出した調査票の備考欄に「写し」と記入したものを送付。 
１．⑤の法人 ○当該法人に出資をしている法人（以下「出資法人」という。）を所管

する府省を通じて各法人に調査票を配付、記入の上、省庁単位で取

りまとめ、調査局に文書及び電子データにより提出。 
○出資法人が複数ある場合は、複数のルートで調査票が送付されるこ

ととなるが、この場合、もっとも多額の出資をしている出資法人を

所管している府省を通じて調査票を回収し、調査局に提出すること

とする。なお、他の出資法人所管省庁に対しても、調査票備考欄に

「写し」であることを明示した上で提出する。ただし、当該「写し」

については調査局への提出分からは除外する。 
例：Ａ法人に対し、Ｂ省所管法人ｂが３億円、Ｃ省所管法人ｃが２

億円、Ｄ省所管法人ｄが１億円を交付している場合。  
①Ｂ、Ｃ、Ｄ省からＡ法人に対しそれぞれ調査票を送付。  
②Ａ法人が記入し、Ｂ省に提出。Ｃ及びＤ省に対してはＢ省に

提出した調査票の備考欄に「写し」と記入したものを送付。 
１．⑥の法人 ○人事院に対し再就職の承認申請を行った各省庁を通じて再就職企業

に調査票を送付。記入の上、省庁単位で取りまとめ、調査局に文書

及び電子データにより提出。 
○複数の省庁から再就職を受け入れている営利企業については、複数
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のルートで調査票が送付されることとなるが、この場合、もっとも

再就職者が多い省庁を通じて調査票を回収し、調査局に提出するこ

ととする。なお、他の省庁に対しても、調査票備考欄に「写し」で

あることを明示した上で提出する。ただし、当該「写し」については調

査局への提出分からは除外する。 

  例：Ａ法人に対し、Ｂ省出身者が３名、Ｃ省出身者が２名、Ｄ省出

身者が１名再就職している場合。 

①Ｂ、Ｃ、Ｄ省からＡ法人に対しそれぞれ調査票を送付。  

②Ａ法人が記入し、Ｂ省に提出。Ｃ及びＤ省に対してはＢ省に

提出した調査票の備考欄に「写し」と記入したものを送付。 
※ただし、本省において記入可能である場合については、各法人への調査票配付、回収を強制する

ものではなく、各府省において適切に判断されたい。 
 

※各法人に調査票を配付して記入することとした場合、各法人から各中央省庁に対して、各法人と

各中央省庁との間の契約に係る、件数、金額、落札率等の照会が行われることがあるが、その際、

各中央省庁は、適切な情報提供を行われたい。 
 
※中央省庁には、審議会等、施設等機関、特別の機関及び地方支分部局、出先機関等の全ての組織

を含む。（以下同じ） 
 
提出する電子ファイルの

構成 

 

○提出する省庁毎に、１つのファイルを作成し、その中に 
「Ⅰ．調査項目」、「Ⅰ．別紙」、「Ⅰ．調査法人一覧」、 
「Ⅰ．該当なし調査対象法人一覧」の４つシートを作成する。 
ファィル名は「様式Ⅰ」＋「提出する省庁名」（全角、正式名称、省

略無）とする。 
（例）「様式ⅠＡ省.xls」 
○データ数が大量のため、１シート、１ファィルとして作成できない

場合は、適宜複数のシート、ファィルに分割することとする。その

際はシート名・ファィル名の末尾に「（その２）」等と明示し、当該

シート・ファィルの構成・順序が明確に分かるようにする。 
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２ 調査要求項目に関する説明 
（１）用語の定義等 

項 目 説 明 

１ 調査対象法人 ○以下の各法人につき、平成 18年 4月 1日（基準日）現在
設立されている法人の、基準日における状況に基づき回答

していただきたい。（書類が存在しない等の理由により、ど

うしても基準日でのデーターが出せず、基準日以外のデー

ターを使用する場合は、提出できない理由といつの時点の

ものかを備考欄に明記して提出すること。） 
① 民法 34条に基づき、各府省が
認可した法人 

○各府省が設立を許可したものに限る。都道府県が認可した

ものは含まない。 

② 独立行政法人通則法に基づき

設置された法人（平成 18年 10
月 1 日特定独立行政法人を除
く。） 

○独立行政法人通則法及び個別法の定めるところにより設立

される法人（平成 18 年 10 月１日現在、特定独立行政法人

を除く）。 

③ 法令に基づき認可又は指定さ

れている法人（特殊法人、特殊

会社を含む） 

○以下の法人とする。 
・特殊法人 
・特殊会社 
・認可法人 
（特殊法人等改革基本法（平成十三年法律第五十八号）別

表二の認可法人のうち、平成 18年 4月 1日現在、認可法
人として存続している法人） 
・指定法人 
（法令に基づき指定されている法人であり、かつ、平成１

７年度において会計検査院の検査対象（必要的、選択的）

とされた法人をいう。） 
・特別の法律により設立される民間法人 
（「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する

指導監督基準」（平成１４年４月２６日閣議決定）の対象

となる法人） 
・国立大学法人 
・日本司法支援センター 
○なお、①、②に該当するものは除く。 

④ 平成 17 年度において国から
補助金等（補助金、委託金その

他名称の如何にかかわらず、国

から交付された資金）の交付を

受けている法人（年間の交付額

が 100万円未満の法人を除く。） 

○広義の公益法人（学校法人、社会福祉法人、宗教法人、医

療法人、更生保護法人、特定非営利活動法人）のうち、平

成17年度において国から直接100万円以上の補助金等の資

金を交付されているものであって、各府省が設立認可等を

行なったものに限る。株式会社等の営利企業を含まない。

（間接補助を含まない。複数の補助金を合算して 100万円
以上となるものについては対象外とする。） 
○「100万円」の算定基準時点は、平成17年度における交付
額とする。 
○補助金等とは、予算書・決算書におけるコード番号の目番

号が「16」（公共事業関係費の場合は「00」もありうる。）
の補助金及びこれらに類するもの（契約を伴うものを除
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く。）並びに目番号が「14」（公共事業関係費の場合は「00」
もありうる。）の委託費をいい、負担金、交付金、補給金等

の名称を問わない。 
  
 以下の点に注意する。 
・目番号が「14」（公共事業関係費の場合は「00」もあ
りうる。）の委託費は、契約を伴うものであっても「補

助金等」に該当する。 
 
・融資・出資・投資のうち、契約書を作成したもの以外

のものは、上記の「これらに類するもの」として「補

助金等」に該当する。 
（融資・出資・投資のうち、契約書を作成したものは、

「補助金等」ではなく、「契約」に該当する。（次頁

「２金銭の交付について」の定義を参照。）） 
 
○なお、①～③に該当する法人は除く 

⑤ 右記①から③の法人から出資

を受けている法人（1000万円未
満の出資を除く。） 

○運営を支配する目的をもってする出資（基本財産の支出、

株式の保有等）（いわゆる子会社的なもの）に限る。（営利

法人を含む。）出資割合は特に定めない。 
○出資額は平成 18年 4月 1日現在での出資の累計額とする。 
○財団法人の基本財産として組み込まれているもの、現物出

資によるもの、運用財産として株式を保有しているもの、

法律で定められているもの、特別の事情があり処分できな

いもの、等は、ここでいう「出資」に該当しないものとす

る。 
 ⑥ 国家公務員法第 103条第 3項
に基づき、再就職に当たって人

事院の承認を必要とする営利企

業 

○平成 13 年から平成 17 年までの５年間に、国家公務員法第

103条第 3項に基づく人事院の承認の処分を受け、元国家
公務員が再就職した営利企業。 

２ 金銭の交付について  

○定義 ○金銭の交付とは、補助金等の交付及び契約に基づく行為を

指す。 
・補助金等とは ２ 調査要求項目に関する説明 

(１)用語の定義 １ 調査対象 ④  

で定義した補助金等の定義を参照。 

目番号が「14」（公共事業関係費の場

合は「00」もありうる。）の委託費は、

契約を伴うものであっても「補助金等」

に該当する点に注意する。 

 
・契約とは、   全中央省庁が行う全ての契約（支出の

原因となるもの）を指す。（補助金等に

該当するものを除く。） 
中央省庁には、審議会等、施設等機関、

特別の機関及び地方支分部局、出先機関
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等の全ての組織を含む点に注意する。 

 
ただし、以下の場合を調査対象からを除く。 
・１件当たりの交付額が 500万円未満の場合 

 
なお、融資・出資・投資は、金銭の交付に含まれる。そし

て、融資・出資・投資のうち、 
 
・契約書を作成したものは、「契約」 
・契約書を作成したもの以外のものは、「補助金等」 

 
にそれぞれ該当するので注意する。 
 

○調査対象期間 
 

○平成 18年度上半期（平成 18年４月１日から９月 30日）
に全中央省庁が行った「金銭の交付」を対象とする。 

 
○金銭の交付の時期及び件数の基

準 
 

○補助金等の場合は交付決定時、契約の場合は契約締結時を

基準とする。 
ただし、以下の場合は内示時や落札時を金銭の交付の時

期とする。 
・平成 18年度上半期の間に、補助金等の交付を内示し
たが、交付決定に至っていない場合は、当該内示を金

銭の交付とする。（内示したもののうち、交付決定し

たものは１件（複数のものは交付決定単位に複数各

件）、残余の内示分は１件として数える。） 
・平成 18年度上半期の間に、入札を実施し、落札した
が、契約に至っていない場合は、当該落札を金銭の交

付とする。 
 

○１件について、交付決定の変更や契約の変更がある場合に

は、平成 18年度上半期の中で最新の時点を金銭の交付の時
期とする。 

 
○単価契約及び長期継続契約の場合は、当該契約に係る 18
年度上半期を通じた支払額の合計が 500万円以上の契約を
対象とする。 
記入方法は、当該契約について、件数は 18年度上半期を通
じて１件と数え、金銭の交付額は 18年度上半期を通じた支
払額の合計とする。 

 
○複数の中央省庁が連名で行った契約については、各中央省

庁分に金額を分けて、各中央省庁毎に１件として数える。 
 
○支出委任分は、委任を受けた側における金銭の交付とする。 
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（２）調査項目 
前記１．の調査対象法人に再就職した者の状況について（平成 18年 4月 1日現在） 

調査項目 説 明 

府省名 ○取りまとめを行う府省名を記入する。 

番号 ○団体毎に１から始まる連番を記入する。 

（１）団体名 ○登記簿に記載されている名称 

（２）団体の法人種別（特殊法人、

独立行政法人、認可法人、公益

法人、指定法人、株式会社等。

なお人事院の承認を必要とす

る営利企業については「特定営

利企業」と記載） 

○法人種については以下のものとする。 
ア「特殊法人」と記入する法人 
→ 特殊法人、特殊会社 
イ「独立行政法人」と記入する法人 
 → 独立行政法人通則法及び個別法に基づき設置された

法人（平成 18年 10月 1日特定独立行政法人を除く。）
ウ「認可法人」と記入する法人 
 → 調査対象法人③の認可法人、特別の法律により設立

される民間法人、国立大学法人 
エ「公益法人」と記入する法人 
 → 民法第 34 条に基づき各府省が設立を許可した公益
法人及び広義の公益法人（学校法人、社会福祉法人、

宗教法人、医療法人、更生保護法人、特定非営利活動

法人） 
オ「指定法人」と記入する法人 
 → 調査対象③の指定法人 
カ「株式会社等」と記入する法人 
 → 営利企業のうちキの特定営利企業を除いた法人、

ア～オに該当しない法人 
キ「特定営利企業」と記入する法人 
  → 調査対象⑥の特定営利企業 

（３）当該団体の役職員数（平成

18年 4月 1日現在、以下同じ） 
◎当該団体の取締役相当役職員数及び職員数の合計 
○「取締役相当役職員」とは、理事、監事等法人の機関とし

て業務の執行又は監督を行う権能を有する者とする。 
  非常勤及び無給の理事、監事を含むが、「参与」「顧問」

及び「評議員」は含まない。定員ではなく、現員数とする。 
○「職員」は常勤職員と非常勤職員の合計とする。 
 役員（理事・監事）及び評議員は職員に含まれないが、役

員又は評議員以外で参与、委員等の肩書きを持って法人の事

務局で事務に従事するものは職員に含まれる。また、職員か

どうかの判断は、法人との間に雇用契約があるか又は賃金が

実際に支払われているかどうかで判断する。 
 なお、役員が職員を兼任している場合は役員として取り扱

い、職員に含めない。 
常勤職員とは、職員で、最低でも週 3日以上出勤している
者とする。パートやアルバイトの形態であっても、長期的（1
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年以上）勤務を行う（予定も含む）者は含めてよい。 
記入は定員ではなく、現員数とする。 

 
 以上「職員」の定義については概ね「公益法人概況調査実

施要領・記入要領」を参照。 
 
○⑥の営利企業について 
「取締役相当役職員」とは、会社法上の取締役、執行役、

監査役等法人の機関として業務の執行又は監督を行う権能を

有する者とする。非常勤も含む。 
記入は定員ではなく、現員数とする。 
「職員」は常勤職員と非常勤職員の合計とする。 
 「取締役相当役職員」は職員に含まれないが、役員以外で

参与、委員等の肩書きを持って事務に従事するものは職員に

含まれる。また、職員かどうかの判断は、法人との間に雇用

契約があるか又は賃金が実際に支払われているかどうかで判

断する。 
 なお、役員が職員を兼任している場合は役員として取り扱

い、職員に含めない。 
常勤職員とは、職員で、最低でも週 3日以上出勤している
者とする。パートやアルバイトの形態であっても、長期的（1
年以上）勤務を行う（予定も含む）者は含めてよい。 
記入は定員ではなく、現員数とする。 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（４）当該団体における国家公務員

再就職者数 
○当該団体の取締役相当役職員及び職員数の合計のうち国家

公務員再就職者数の合計を記入する。 
○この調査における「国家公務員再就職者」とは、国の行政

機関に常勤の職員として職務に従事した者で、国家公務員を

退職し、退職金を支給された者で当該団体に再就職した者を

いい、人事交流による出向等は含まない。 
 ①国の行政機関には、外局、施設等機関、特別の機関、地

方支分部局、出先機関等を含む（人事院、会計検査院を含

む。）。（特殊法人及び独立行政法人等は含まれない。） 
 ②特別職を含む。したがって、防衛庁の特別職の職員、宮

内庁の特別職の職員、国会職員、裁判所職員、大公使、公

正取引委員会委員、原子力委員会委員、運輸審議会委員等

及び一般職からこれら特別職の常勤職員に就任した者も含

む。 
 ただし、国会議員、国会議員秘書、大臣、副大臣、政務

官、裁判官は除く。 
③①及び②にかかわらず、以下に掲げる者は「国家公務員」

から除く。 
・専ら教育、研究、医療に従事した者（大学教授、研究

者、医師等）。なお、「専ら」とは本省庁等での勤務がな

いか、一時的であった者のことをいう。 
 ・国の行政機関における勤務が一時的（原則として、任

期の定めのある場合は１期、任期の定めがない場合は３
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年程度以下）であった者。 
④国家公務員退職後に国会議員、地方議会議員、地方公共

団体の長となった者（現職に限る。）は「国家公務員」から

除く。 
⑤非常勤職員（委員、顧問、参与等の経歴のみの者）は「国

家公務員」に含まない。 
 
以上、「国家公務員」の定義については概ね「公益法人概況

調査実施要領・記入要領」を参照。ただし、本調査におい

ては、国会職員及び裁判所職員（裁判官を除く）を含むも

のとする。 
 
◎Ⅰの調査については、国家公務員の再就職に関する調査で

あるので、調査対象法人に国家公務員再就職者がいない場

合、「該当なし調査対象法人一覧表」を作成の上、提出する

こととし、調査票そのものの提出は不要。 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（５）当該団体における取締役相当

役職員数 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（６）当該団体の取締役相当役職員

の内、国家公務員再就職者数 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（７）（６）の人数を（５）の人数

で除した数（％、小数点以下一

桁まで、以下同じ） 

○例：当該団体における取締役相当役職員数 １６名（A） 
   内、国家公務員再就職者数       ３名（B） 
   B（3名）÷A（16名）＝０．１８７５ 
（小数点 2桁を四捨五入） 

   → １８．８％ 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（８）当該団体の職員数（取締役相

当役職員を除く）の数 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（９）当該団体の職員の内、国家公

務員再就職者数 
 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（10）（９）の人数を（８）の人数
で除した数（％） 

 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 

（11）件数、（12）合計金額 ○所管の有無を問わず、全中央省庁が当該団体に対して行っ

た金銭の交付の合計件数、合計金額を記入する。 

 
（13）件数 ○所管の有無を問わず、全中央省庁が当該団体に対して行っ

た金銭交付の合計件数のうち、契約によって行った金銭の

交付の件数を記入する。 
 

（14）（15）（16）一般競争入札に
よる契約 

○所管の有無を問わず、全中央省庁が当該団体に対して行っ

た金銭の交付のうち、補助金等以外で、かつ、発注形態が

一般競争である金銭の交付について、その（14）件数、（15）
平均落札率、（16）契約合計額を記入する。 
○平均落札率とは、落札価格／予定価格、複数件数の場合は



調査票記入要領 

 - 13 -

単純平均 
○一般競争入札、指名競争入札及び随意契約の別は、会計法

令の分類に従って記入する。 
 

（17）～（19）指名競争入札によ
る契約、 
（20）～（22）随意契約 

○一般競争入札の例に準じて記入する。 
ただし、随意契約において予定価格を設定していない契約

については、平均落札率の計算から除くとともに、備考欄

に「(21)について、予定価格の設定がない契約は除外した。」
と記入する。 
  

（23）（24）補助金等交付 ○所管の有無を問わず、全中央省庁が当該団体に対して行っ

た金銭の交付のうち、補助金等に該当する金銭の交付につ

いて、（23）合計件数、（24）合計金額を記入する。 
（25）当該団体の所管課（「課」相
当の組織単位を含む） 

○ １調査対象⑥の営利企業については「－」とすること。 

（26）当該団体の国家公務員再就職
者の内、（25）の課に所属した経
歴を有する者の数 

○当該団体を所管している課に所属した経歴を有する者の数

を記入する。官庁の組織変更があった場合には、変更前の官

庁組織等の状況も考慮されたい。 
○ １調査対象⑥の営利企業については「－」とすること。 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 
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（３）別紙・一覧表の作成 
別紙 
 

全般的事項 説 明 

作成単位 

 
○取りまとめを行う府省毎に、１シートとする。 

調査項目 説 明 

府省名 ○取りまとめを行う府省名を記入する。 

①各項目の合計数等 ○中央省庁毎に、当該中央省庁の本表に記入した各項目の合

計数等を記入する。（(１)、(２)、(25)を除く。）また、(７)、
(10)、(15)、(18)、(21)については、単純平均。 

②③補助金等の総件数及び金額 ○中央省庁毎に、当該中央省庁の本表に記入した金銭の交付
のうち、補助金等に該当する金銭の交付について、その②

総件数、③合計金額を記入する。 
④⑤契約の総件数及び契約金額 ○中央省庁毎に、当該中央省庁の本表に記入した金銭の交付

のうち、契約によって行った金銭の交付について、その④

総件数、⑤合計金額を記入する。 
 
 
調査法人一覧表 
 
 
 
 
 

○調査対象法人のうち、下記「該当なし法人」を除いたもの

（回答のある法人）について、府省ごとに、所管部局、そ

の名称及び法人種別を記載した、「調査法人一覧表」を作成

した上、調査票とともに提出する。 
 
 
該当なし調査対象法人一覧表 
 
 ○調査対象法人のうち、国家公務員再就職者がいない法人に

ついては、各府省において「該当なし調査対象法人一覧表」

を作成の上、提出することとし、調査票そのものの提出は

不要。 
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Ⅱ．中央省庁等の補助金等交付状況、事業発注状況 

１ 調査の方法について 
項 目 説 明 

調査票の配付及び提出方

法 

 

○配付について 
・中央省庁毎に、調査票（エクセルファィルを保存したフロッピー

ディスクを含む）及び記入要領等を配付する 
・配付を受けた中央省庁は、当該中央省庁並びに所管する特定独立

行政法人及び特殊法人の調査票を作成する。（必要に応じて関係機

関に作成を依頼し、取りまとめる。） 
○提出について 
・提出は中央省庁毎に、当該中央省庁並びに所管する特定独立行政

法人及び特殊法人をとりまとめて提出する。 
 

調査票の作成単位 

 

○調査票は、Ⅱ．中央省庁等の補助金等の交付状況、事業発注状況、

について「調査項目」、「別紙Ａ」及び「別紙Ｂ」の３種類を作成す

る 
○対象機関毎に、１つのファイルを作成し、その中に「調査項目」、「別

紙Ａ」及び「別紙Ｂ」の３つシートを作成する。 
ファィル名は「様式Ⅱ」＋「対象機関名」（全角、正式名称、省略無）

とする。 
（例）「様式ⅡＡ省.xls」、「様式Ⅱ独立行政法人Ｂ機構.xls」 
○データ数が大量のため、１シート、１ファィルとして作成できない

場合は、適宜複数のシート、ファィルに分割することとする。その

際はシート名・ファィル名の末尾に「（その２）」等と明示し、当該

シート・ファィルの構成・順序が明確に分かるようにする。 
 

 
 

２ 調査要求項目に関する説明 
（１）用語の定義等 

項 目 説 明 

１ 対象機関  

①中央省庁 ○以下の機関を指す。（28機関） 
内閣官房  
内閣法制局 
内閣府 
宮内庁 
公正取引委員会 
国家公安委員会（警察庁を含む。） 
防衛庁 
金融庁 
総務省 
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法務省 
外務省 
財務省 
文部科学省 
厚生労働省 
農林水産省 
経済産業省 
国土交通省 
環境省 
人事院 
会計検査院 
衆議院事務局 

衆議院法制局 

裁判官訴追委員会 

参議院事務局 

参議院法制局 

裁判官弾劾裁判所 

国立国会図書館 
最高裁判所事務総局 

 
②特定独立行政法人 ○平成 18年 10月１日現在における、特定独立行政法人であ

る以下の独立行政法人を指す。（11法人） 
内閣府所管 
・独立行政法人国立公文書館 
・独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 
総務省所管 
・独立行政法人統計センター 
財務省所管 
・独立行政法人造幣局 
 ・独立行政法人国立印刷局 
厚生労働省所管 
・独立行政法人国立病院機構 
農林水産省所管 
・独立行政法人農林水産消費技術センター 
・独立行政法人肥飼料検査所 
・独立行政法人農薬検査所 
経済産業省所管 
・独立行政法人製品評価技術基盤機構 
 国土交通省所管 
・自動車検査独立行政法人 

 
③特殊法人 ○総務省設置法第４条第 15号で定義する以下の法人を指す。

（38法人） 
内閣府所管 

  ・沖縄振興開発金融公庫 

総務省所管 

・日本郵政公社 
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・公営企業金融公庫 

・日本電信電話株式会社 

・東日本電信電話株式会社 

・西日本電信電話株式会社 

・日本放送協会 

・日本郵政株式会社 

財務省所管 

  ・国民生活金融公庫 

  ・国際協力銀行 

  ・日本政策投資銀行 

・日本たばこ産業株式会社 

文部科学省所管 

  ・日本私立学校振興・共済事業団 

  ・放送大学学園 

農林水産省所管 

  ・農林漁業金融公庫 

  ・日本中央競馬会 

  ・地方競馬全国協会 

経済産業省所管 

  ・中小企業金融公庫 

 ・商工組合中央金庫 

  ・日本自転車振興会 

  ・日本小型自動車振興会 

  ・日本アルコール産業株式会社 

 国土交通省所管 

  ・住宅金融公庫 

  ・関西国際空港株式会社 

・北海道旅客鉄道株式会社 

・四国旅客鉄道株式会社 

・九州旅客鉄道株式会社 

・日本貨物鉄道株式会社 

・東京地下鉄株式会社 

・成田国際空港株式会社 

  ・財団法人日本船舶振興会 

・東日本高速道路株式会社 

・中日本高速道路株式会社 

・西日本高速道路株式会社 

・首都高速道路株式会社 

・阪神高速道路株式会社 

・本州四国連絡高速道路株式会社 

環境省所管 

・日本環境安全事業株式会社 

 
２ 対象機関における調査範囲 ○各対象機関の審議会等、施設等機関、特別の機関及び地方

支分部局、出先機関等の全ての組織を調査範囲とする。 
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３ 金銭の交付 ○定義については、 
Ⅰ．国家公務員の再就職状況 

２ 調査要求項目に関する説明 
（１）用語の定義等 
２ 金銭の交付について 

における説明を参照。 
 
○ただし、以下の説明を追加するので注意すること。 

 
・各対象機関の全ての組織における金銭の交付が対象とな

る。 

 
・補助金等の定義について、国以外の機関の場合は、国の

例に準じて、各機関において判断されたい。 

 
・以下の場合を調査対象からを除く。 
・交付先が地方公共団体、個人の場合 
  （交付先がいわゆる任意団体（ＪＶ、権利能力なき
社団等）など法人格を持たない団体は、調査対象

であることに注意する。） 
・１件当たりの交付額が 500万円未満の場合（再掲） 

 
・個人を相手先とするもの以外の融資・出資・投資は、金

銭の交付に含まれる。そして、融資・出資・投資のうち、 
・契約書を作成したものは、「契約」 
・契約書を作成したもの以外のものは、「補助金等」 
にそれぞれ該当するので注意する。 

 
 
（２）調査項目 
本 表 

全般的事項 説 明 

作成単位 

 
○対象機関毎に、１シートとする。 
 当該対象機関の審議会等、施設等機関、特別の機関及び地

方支分部局、出先機関等の全ての組織に関する以下の調査

項目が、１つのシートに記入されることとなる点に注意す

る。 
本表に記入する単位及び順序 ○１件の「金銭の交付」を１行に記入する。 

○記入は、交付の相手先団体毎に、金銭の交付を整理して記

入する。 
○交付の相手先団体の記入順序は任意とする。 
○１つの交付の相手先団体に複数の「金銭の交付」がある場

合の記入順序は、任意とする。 
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調査項目 説 明 

機関名 ○当該調査票の作成の対象機関名を記入する。 
（対象機関である中央省庁、特定独立行政法人、または特殊

法人の名称が記入される。） 
所管中央省庁名 ○取りまとめを行う中央省庁名を記入する。 

（調査票を取りまとめて提出する中央省庁の名称が記入され

る。） 
番号 ○１件の金銭の交付毎に１から始まる連番を記入する。 

（１）支出の名目   
 

○契約件名等を記入する。 

（２）金銭の交付額 ○金銭の交付額を記入する。 

（３）交付の目的 ○以下の中から選択して記入する。なお、複数の目的に該当

する場合は、主たる目的を記入する。 
補助金等 : 上記の定義を参照 
事業発注 :（例）工事、製造等 
事業委託 :（例）役務等 
物品調達 :（例）物品の購入や賃貸借等 
そ の 他 : 上記の分類に該当しないもの 
 

（４）補助金等の名称 ○補助金等に該当する場合のみ記入する。 
交付要綱等で定める正式名称を記入する。 

（５）目的 ○補助金等に該当する場合は記入する必要はない。 
補助金等以外の場合、当該金銭の交付によって取得するも

のの名称またはその概要を記入する。 
（６）発注形態  ○補助金等に該当する場合は記入する必要はない。 

補助金等以外の場合、「一般競争」、「指名競争」及び「随意

契約」の中から選択して記入する。 
○国の場合、会計法令の分類に従って記入する。 
国以外の機関の場合は、国の例に準じて、各機関において

判断されたい。 
（７）予定価格 ○予定価格を記入する。 

 随意契約において予定価格を設定していない場合は「－」

を記入する。 
（８）落札率 ○予定価格に対する落札価格の割合を記入する。 

随意契約において予定価格を設定していない場合は「－」

を記入する。 
（９）交付の相手先団体名 ○登記簿に記載されている名称を記入する。 

○相手先団体が登記されていない場合は、交付決定通知や契

約書に記載されている名称を記入する。 
○同一名称の団体については、名称の後方に括弧書きで自治

体名等を付記して識別する。 
（例）株式会社○○建設工業（Ａ県ａ市） 
株式会社○○建設工業（Ｂ県ｂ市） 
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（10）法人種別 ○以下の中から選択して記入する。 
 特殊法人、独立行政法人、認可法人、公益法人、指定法

人、株式会社等。 
○各法人の定義については 
Ⅰ．国家公務員の再就職状況 

２ 調査要求項目に関する説明 
（２）調査項目 
（２）団体の法人種別 

の説明を参照。 
 ただし、本項目では「特定営利企業」は株式会社等に含

まれる点に注意する。 
 また、任意団体（ＪＶ、権利能力なき社団等）など法人

格を持たない団体は、株式会社等に含まれる。 
 

 
（14）及び（16）を除く、以下の項目（11）～（17）は、交付先の相手先団体の最初の行のみ
に記入し、当該交付の相手先団体の他の行には「－」を記入する。 
 
（11）（９）の団体に対する平成 17
年度の金銭の交付金額 

 

○当該調査票の作成の対象機関から（９）の交付の相手先団

体に対する、平成 17年度の金銭の交付の総額を記入する。 
○総額には、１件当たりの交付額が 500万円未満は含まない。 
○新設法人等で平成 17 年度の交付実績がない法人の場合は
「－」を記入する。 

（12）（９）の団体の平成 17 事業
年度の総収入額 

○交付相手先の平成 17事業年度の総収入額を記入する。 
新設法人等で平成 17事業年度がない法人の場合は「－」を
記入する。 
○民間企業等で収入支出決算を把握していない場合は、損益

計算書上の売上高の計数を記入する。 
○３月決算でない団体については直近の決算の計数を用い、

その旨を備考欄に記入する。 
（記入例「（12）欄はH17.7.1からH18.6.30の事業年度に
係る計数を記入」） 

 
（13）（11）/（12） ○（11）の（12）に対する割合を記入する。 

（14）補助金等以外の場合、相手先
団体における当該発注の再

委託の有無 
 

○補助金等に該当する場合は記入する必要はない。 
補助金等以外の場合、再委託している場合は「有」、それ以

外の場合は「無」と記入する。 
 

（15）(9)の団体に在職する国家公
務員再就職者数 

○「国家公務員再就職者」の定義については、 
Ⅰ．国家公務員の再就職状況 

２ 調査要求項目に関する説明 
（２）調査項目 
（４）当該団体における国家公務員の再就職者数 
における説明を参照。 
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＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 
 
なお、本項目の人数は、当該交付の相手先団体が「Ⅰ．国

家公務員の再就職状況」の調査項目のシートにも記入されて

いる場合は、当該「Ⅰ．国家公務員の再就職状況」の調査項

目（四）の人数と同一になっていることを確認する。 

（16）金銭の交付を所管する課 
（「課」相当の組織単位を含む） 

○当該調査票の作成の対象機関の中で当該金銭の交付の主務

課を１つ記入する。 
○正式名称（ただし、対象機関名は省略する）を記入する。 
 
 （例）Ａ省総合政策局総務部総務課 

→ 総合政策局総務部総務課 
 
Ａ省関東地方振興局Ｂ地方振興事務所総務課 
→ 関東地方振興局Ｂ地方振興事務所総務課 

 
（17）(15)のうち(16)の課に所属し
た経歴を有する者の数 

○官庁等の組織変更があった場合には、変更前の官庁組織等

の状況も考慮されたい。 
＜内、常勤の者を別枠に記入＞ 
  

 
 
別紙Ａ 

全般的事項 説 明 

作成単位 

 
○対象機関毎に、１シートとする。 

調査項目 説 明 

機関名 ○当該調査票の作成の対象機関名を記入する。 

所管中央省庁名 ○取りまとめを行う中央省庁名を記入する。 

①補助金等 ○当該対象機関の本表に記入した金銭の交付のうち、交付の

目的が補助金等である金銭の交付について、その合計件数、

合計金額を記入する。 
 

②一般競争入札 ○当該対象機関の本表に記入した金銭の交付のうち、交付の

目的が補助金等以外で、かつ、発注形態が一般競争である

金銭の交付について、その合計件数、合計金額、単純平均

落札率を記入する。 
○単純平均落札率とは、落札率の合計を合計件数で除したも

のを指す。 
③指名競争入札 
④随意契約 

○一般競争入札の例に準じて記入する。 
 ただし、随意契約において予定価格を設定していない契約

については、単純平均落札率の計算から除く。 
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⑤金銭交付の総計 ○対象機関毎に、当該対象機関の本表に記入した金銭の交付

の合計件数、合計金額を記入する。 
○なお、①、②、③、④の件数及び金額の合計が、⑤に記入

する件数及び金額となることに注意する。 
 
 
別紙Ｂ 

全般的事項 説 明 

作成単位 

 
○対象機関毎に、１シートとする。 

調査項目 説 明 

機関名 ○当該調査票の作成の対象機関名を記入する。 

所管中央省庁名 ○取りまとめを行う中央省庁名を記入する。 

番号  ○1から始まる連番（半角数字）を記入する。 
○記入順序は、本表に記入した相手先団体の順序に従う。 

相手先団体名 ○対象機関毎に、当該対象機関の本表に記入した金銭の交付

の相手先の正式名称を省略することなく記入する。 
 

⑥⑦補助金等交付 ○金銭の交付の相手先毎に、当該対象機関の本表に記入した

金銭の交付のうち、交付の目的が補助金等である金銭の交

付について、その⑥合計件数、⑦合計金額を記入する。 
 

⑧⑨一般競争入札に基づく契約 ○金銭の交付の相手先毎に、当該対象機関の本表に記入した
金銭の交付のうち、交付の目的が補助金等以外で、かつ、

発注形態が一般競争入札である金銭の交付について、その

⑧合計件数、⑨合計金額を記入する。 
⑩⑪指名競争入札に基づく契約 
⑫⑬随意契約 

○一般競争入札の例に準じて記入する。 

 
 



調査票記入要領の修正（H18.12.27） 

平成18年 12月 27日 

  衆 議 院 調 査 局 

 

「中央省庁の補助金交付状況、事業発注状況及び国家公務員の再就職状況に関す

る予備的調査」調査票記入要領の修正について 

 

平成 18年 12月 15日付けで協力要請を行った、「中央省庁の補助金交付状況、事業発注状況及び
国家公務員の再就職状況に関する予備的調査」の調査票記入要領 20 頁のうち、以下の部分を修正
致します。 
 

（修正内容の説明） 

「（17）(15)のうち(16)の課に所属した経歴を有する者の数」は、金銭の交付１件ごとに記入する

こととする。 
 
 

（修正の理由） 

「（16）金銭の交付を所管する課」は金銭の交付１件ごとに記入することとしている一方、当該（16）
と対をなす項目である「（17）(15)のうち(16)の課に所属した経歴を有する者の数」は交付の相手

先団体の最初の行のみに記入することとしており、齟齬を生じているため。 
 
 

（修正する部分）調査票記入要領 20頁中段 

＜修正前＞ 

 
（14）及び（16）を除く、以下の項目（11）～（17）は、交付先の相手先団体の最初の行のみ
に記入し、当該交付の相手先団体の他の行には「－」を記入する。 
 
 

                    ↓ 

＜修正後＞                

 
（14）、（16）及び（17）を除く、以下の項目（11）～（15）は、交付先の相手先団体の最初の
行のみに記入し、当該交付の相手先団体の他の行には「－」を記入する。 
 

 
 
 
 

以 上   
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